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自社紹介、自己紹介
【弊社】
• 事業：環境調査･分析･コンサルタント業務 (東証スタンダード市場上場)
• 主な登録：計量証明事業、作業環境測定機関、土対法指定調査機関、指定研究機関
• お取引先の例：環境省/経済産業省/国交省/国研究機関/全国自治体、民間企業様
• 拠点：都内、千葉、埼玉、茨城、福島、名古屋、神奈川、ベトナム、中国
• 沿革 / 業務： 1971年7月設立(東京都日野市)   

・環境アセスメント ・水質/臭気/大気/土壌/騒音/振動/石綿/ごみ組成/生物/放射能調査
・作業環境測定 ・環境対策工事 ・省エネ対策 ・農業栽培試験
・自治体計画策定支援業務(環境基本計画、温対地域推進計画等）
・環境マネジメントシステム構築支援 ・環境/CSRレポート/ESG情報開示支援

【青木】
• 活動：サステナビリティ･コミュニケーション･ネットワーク会員(幹事)

環境経済･政策学会 /環境情報科学 / 大気環境学会会員
• 資格：技術士(環境部門環境保全計画)､エコアクション21審査員､

環境アセスメント士(生活環境部門)、環境省環境カウンセラー(市民部門)
公害防止管理者（水質第1種）等
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弊社におけるPFAS関連の主な取組、協働、外部連携
◇水環境学会 「東京都内の水道水中の有機フッ素化合物濃度および組成分布」(2011)
今井志保, 川中洋平, 土屋悦輝, 尹順子（弊社の研究部門の今井･川中らによる2011年論文発表）

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jswe/35/3/35_3_57/_article/-char/ja/

◇ PFAS対策技術コンソーシアム会員企業
◇日本環境測定分析協会 極微量物質研究会(UTA研) でのPFAS研究
「UTA研で実施した水質中PFASクロスチェックについて」(2024) (当時委員⾧)  石井善昭

◇廃棄物資源循環学会 PFASセミナー(廃棄物･土壌分野)(2023) 開催 (進行役)  ⾧谷川亮

（日本環境測定分析協会・土壌環境センター・日本水環境学会・日本地下水学会・日本環境化学会・地盤工学会との共催）

◇環境省環境研究総合推進費（産総研との共同研究）の採択（2024～）石井善昭、川中洋平、菊池奈美

「環境中PFASの包括的評価を目指した総PFASスクリーニング測定技術の開発」

研究代表者：産総研谷保博士、研究分担者：大阪市立環境科学研究センター､島津テクノリサーチ､弊社

◇民間企業様 環境教育支援業務においてPFOS/PFOA動向の説明（2019～）青木玲子

◇環境情報科学（大塚直理事⾧）研究発表大会ポスターセッション理事⾧賞受賞 (2023)
「PFASに関するリスクコミュニケーションのあり方の考察」報告 青木玲子
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【経緯】
•（海外、国内）PFAS問題の発覚、社会問題化、市民の不安拡大
•（国内における）市民/消費者/NGO、報道メディア、医療機関等と
産業界、行政（国/自治体）の各主体間の意識や認識のギャップ？

• 国内での規制化対応が不透明、汚染情報の開示の遅れも発覚
• 汚染（全国各地、多摩地域）が確認された地域や近隣住民の懸念拡大

【主旨】
•関係業界：先進的なPFAS対策、市民/消費者への情報開示に期待
•行政：実態把握、事業者の技術開発等の対策支援、

住民への情報開示や対話に期待

PFASのリスクコミュニケーションが必要な経緯
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環境情報科学研究発表大会ポスターセッション(2023)報告の内容より（以下、同様）
株式会社環境管理センター基盤整備･研究開発室青木玲子

子供や妊産婦等への健康影響の
情報が不足している現状

海外では健康被害の多くの報告や訴訟
が相次ぐ。究明と被害予防対策が必要

浄水器を買わないといけないのか、子供への影響を考えて引越を検討すべきかなど、皆さん悩まれています
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PFAS全体像と人体
や環境への影響

◇PFOS･PFOA以外
の多数の未規制
の代替物質､
前駆物質あり

◇日用品や食物を
含め身の回りの
摂取経路や健康
リスク情報不足

↓
PFAS使用製品メー
カーや業界からの
安全性情報の発信

に期待
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地域での
PFAS汚染の例

PFOS･PFOA等に
よる高濃度での
地域汚染が
各地で発覚

↓
多数の未規制

PFASも検出
↓

汚染源はいまだ
殆どが未解明

※ポスターからの引用でのレイアウトの
都合により、当スライド(p7)の各図の
出典は次頁(p8)スライドの出典欄に記載
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原田准教授協力に
よる市民自主血中
調査結果と

今井研究2011の比較
多摩地域の高濃度
汚染と市民の血中
濃度分布に類似点

あり ↓
⾧年の地下水飲用
による健康影響
リスクあり

↓
汚染源究明や浄化
方針も現状ない

※図出典欄の「右上図」は前頁(p7)スライドの右上図､
「中央図」は前頁の下図及び当頁の上図を指す



PFASの血中濃度に関する指針

図出典：「PFASガイドブック学習資料」2023 社会医療法人社団・健生会PFAS専門
委員会（監修：小泉昭夫・京都大学名誉教授、原田浩二・京都大学准教授）
https://www.t-kenseikai.jp/honbu/wp-content/uploads/2023/11/202310pfas.pdf

PFAS血中濃度20ng/mL以上の場合（妊婦は2ng/mL以上）には注意が必要
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水道水および環境中の管理体系におけるPFASの位置づけ

水
道
水

公
共
用
水
域
及
び
地
下
水

環境省 2025.2.6「中環審水環境・土壌農
薬部会水道水質･衛生管理小委＋人健康
保護･土壌環境基準小委」合同会議
要検討項目への追加：(新呼称) 

｢PFAS群｣ 8物質の案：PFBS、
PFHxS、PFBA、PFPeA、PFHxA、
PFHpA、PFNA、HFPO-DA
（※PFHxSはR3指定済、PFASの7
物質追加）を要検討項目に新規に位
置付け、毒性評価や水道水中の存在
の情報収集を行う。）

PFOS/PFOA（2020/5に
要監視項目追加）現行の
「指針値(暫定)」→
「指針値」への改正
予定（2026/4施行見込み）
（値は据置き）
PFOS/PFOA 合計値で
50ng/L

図出典：環境省中央環境審
議会水環境部会環境基準健
康項目専門委員会(第18回)
資料(2020/3)

※赤字・赤矢印・枠内は筆者追記

※上記の赤点･赤矢印･枠内
は筆者追記

図出典：環境省資料「化審法下の化学物質管理の最新動向(2025/2)」資料

PFOS･PFOA

PFHxS

PFOS/PFOA（2020/4に項目追加）

現行の「目標設定項目(暫定
目標値)」→「水質基準」へ
の引上げ改正予定
（2026/4施行見込み）
（値は据置き）PFOS/PFOA 合計
値で 50ng/L
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海外動向と国内動向

出典：環境省 2025.2.6 「人の健康の保護に関する水・土壌環境基準小委員会（第1回）」
資料2-1より引用（表レイアウトを改変）

米国､EU､英国､ドイツ､カナダ等では飲料水中PFASへの規制強化

※表中の赤枠は筆者追記



水道水におけるPFOS・PFOAの調査結果（2024/12）

水
道
事
業

専
用
水
道

出典：環境省･国交省「水道におけるPFOS及びPFOAに関する調査の結果について（最終取りまとめ）」 (2024.12.24)

◇専用水道の計44か所(42+2)で
目標値の超過あり

（設置者8,177のうち76％である6,248が未回答）
◇水道事業全体(3,755)の36％(1,368)が

検査未実施
↓

全容解明、目標超過/未回答/未検
査水道設置者へ汚染究明･対策実施
の働きかけ、水利用者や地域住民

への説明が必要
※図表中の赤字・赤枠は筆者追記
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産業界の
先進事例

アパレル国際
団体や各社の
脱PFASの目標
設定での取組

↓
サプライ
チェーンで
脱PFAS宣言し
協力を要請

業界団体や
学術団体
の情報発信

AFIRM：上記の他、ミズノ、H&M、ラコステ、リーバイス、ニューバランス、ナイキなど多数

他業界：イケア、マクドナルド・バーガーキング・アマゾン、アップル等も
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市民団体や
医療機関

による情報発信

全国や多摩地域
で多数の市民団
体がPFAS問題の
情報発信

有識者や多数の
医療機関が市民
と連携、医学や
科学的知見に
基づく専門的な
情報を発信
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今後の
取組やRC
のあり方
Win-Win
を目指す

「リスクに
応じた行動の
選択に必要な
情報」
・汚染の実態
・健康リスク
・被害予防策
の提示が必要


